
令和５年度以降の農地の権利移動①

○ これまで市町村が作成する「農用地利用集積計画」による相対での貸借が中心。相対での貸借では農地の分

散錯圃が解消されず、農地の集約化にも限界

○ このため、「農用地利用集積計画」と農地バンクが作成する「農用地利用配分計画」を統合一本化し、「農

用地利用集積等促進計画」として、目標地図の実現に向けて農地バンクによる農地の集約化を推進

出典：農林水産省「平成25年度農地の面的集積に関する市町村実態調査」

経営面積16.4haが、70か所に分散して存在している。
（１か所当たり平均23a。写真は一部。）

最も離れている農地間の直線距離は５㎞。
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令和５年度以降の農地の権利移動②

■令和５年４月から令和７年３月まで利用可能（経過措置）(※１)

■令和５年４月以降の貸借等の方法

○ 令和５年４月以降は、農地バンクが作成・都道府県知事が公告する、「農用地利用集積等促進計画」によっ
て貸借等を行う。なお、令和７年３月までは経過措置※１として、「農用地利用集積計画」も引き続き利用可能。

出し手 受け手農地法３条（農業委員会の許可）

出し手 農地バンク 受け手
農用地利用集積等促進計画

（農地バンクが作成・知事が公告）
農用地利用集積等促進計画

（農地バンクが作成・知事が公告）

出し手 農地バンク 受け手農地法３条（農業委員会へ届出）
農用地利用集積等促進計画

（農地バンクが作成・知事が公告）

出し手 農地バンク 受け手
農用地利用集積計画
（市町村が作成・公告）

農用地利用集積等促進計画
（農地バンクが作成・知事が公告）

出し手 農地バンク 受け手
農用地利用集積計画（※２）

（市町村が作成・公告）
農用地利用集積計画（※２）

（市町村が作成・公告）

出し手 受け手
農用地利用集積計画
（市町村が作成・公告）
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※１ 経過措置の適用期間について、地域計画を策定する場合は、地域計画の策定日の前日まで
※２ 一括方式（同一の農用地利用集積計画）による農地バンクを通じた利用権設定の場合のみ


	スライド番号 1
	スライド番号 2

